
部会ニュース「7-40」を発行しました。 

下記のとおりお知らせします。 
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1.「経済財政運営と改革の基本方針 2025」（骨太方針 2025）を閣議決定 

  

・令和 7 年 6 月 13 日、政府は、「経済財政運営と改革の基本方針 2025～「今日より明日は

よくなる」と実感できる社会へ～」（骨太方針 2025）を閣議決定した。骨太方針は、次年

度の政策と予算編成に際し重要な根拠資料となるものであり、その記載内容については、

厚労省とともに財務省も認めたものとなる。 

  

・骨太方針 2025 では、第 3 章で、「経済・財政新生計画」に基づく今後の取組方針が示さ

れており、予算編成に関して、「2027 年度までの間、骨太方針 2024 で示された歳出改革

努力を継続しつつ、日本経済が新たなステージに移行しつつあることが明確になる中で、

経済・物価動向等を踏まえ、各年度の予算編成において適切に反映する」とした。 

  

・さらに、社会保障関係費にかかる記載については、原案の脚注から本文への記載に変更し、

医療・介護現場の厳しい現状への配慮から、社会保障費の伸びを高齢化相当分の範囲に収

めるこれまでの方針を転換し、以下の通り明記された。 

 「とりわけ社会保障関係費については、医療・介護等の現場の厳しい現状や税収等を含

めた財政の状況を踏まえ、これまでの改革を通じた保険料負担の抑制努力も継続しつつ、

2025 年春季労使交渉における力強い賃上げの実現や昨今の物価上昇による影響等につい

て、経営の安定や現場で働く幅広い職種の方々の賃上げに確実につながるよう、的確な対

応を行う。具体的には、高齢化による増加分に相当する伸びにこうした経済・物価動向等

を踏まえた対応に相当する増加分を加算する」 

  

・処遇改善についても、以下の通り明記されている。 

 「介護・障害福祉分野の職員の他職種と遜色のない処遇改善や業務負担軽減等の実現に取

り組むとともに、これまでの処遇改善等の実態を把握・検証し、2025 年末までに結論が

得られるよう検討する。また、事業者の経営形態やサービス内容に応じた効果的な対応を

検討する。」 

  



 また、「物価上昇に合わせた公的制度の点検・見直し」において、「公的価格（医療・介護・

保育・福祉等）の引上げを省庁横断的に推進する」とされた。  

  

・なお、全世代型社会保障の構築に向けては、地域医療連携推進法人や社会福祉連携推進法

人の活用も進めると記された。 

  

・具体的な施策や来年度予算の議論はこれからだが、全国経営協等による共同要望などさま

ざまな場面を通して、福祉従事者のさらなる処遇改善の必要性や社会福祉法人の厳しい

経営状況を訴え続けたことが、上記の骨太方針本文への記載につながった。 

  

※詳細は下記資料をご参照ください。 

◯経済財政運営と改革の基本方針 2025 

 https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2025/decision0613.html 

  

  

  

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2025/decision0613.html


2.令和 7 年版「高齢社会白書」を閣議決定 政府 

  

・政府は 10 日、令和 7 年版「高齢社会白書」を閣議決定した。福祉の現状については、要

介護者が増加を続ける中で、23 年度に介護職員の数が介護保険制度創設後で初めて前年

度割れしたことなどを紹介。 

  

・白書によると、介護保険制度が創設された 2000 年度に 54.9 万人だった介護職員数は増

加を続け、22 年度には 215.4 万人となった。しかし 23 年度には 212.6 万人に減少したこ

とを説明した。一方で要介護（支援）認定者数は右肩上がりで増えており、2000 年度の

244 万人から 23 年度には 3 倍弱の 705 万人に増加している。 

  

・介護関係職種の 24 年の有効求人倍率は前年比 0.05 ポイント増の 4.07 倍で、3 年連続の

上昇。2 年連続の 4 倍台で、19 年の 4.20 倍に次ぐ水準となっている。 

  

・介護・看護による離職者の数は 21 年 10 月－22 年 9 月が前期比 20.3％増の 10 万 6,200

人。女性の占める割合は 5.1 ポイント増の 75.3％だった。 

  

・25 年度の高齢社会対策としては、▽地域包括ケアシステム構築の深化・推進として医療

介護情報連携基盤の整備▽外国人を含めた人材確保▽仕事と介護を両立しやすい職場環

境整備－などを行う方針を示している。 

  

※詳細は下記資料をご参照ください。 

◯内閣府 白書 - 令和 7 年版高齢社会白書（全体版） 

 https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2025/zenbun/07pdf_index.html 

https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2025/zenbun/07pdf_index.html

